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農畜産物輸出拡大施設整備事業
【１０，０００百万円】

対策のポイント

「強い農林水産業」の構築を推進するため、国産農畜産物の輸出の拡大に

必要な集出荷貯蔵施設や加工処理施設等の産地基幹施設やコールドチェーン

対応卸売市場施設等の整備を支援します。

＜背景／課題＞

・農業の成長産業化を図るためには、高品質・高付加価値化と併せて農畜産物の輸出拡

大に取り組むことが効果的です。

・このため、輸出先国の求める衛生条件等を満たすために必要な施設の整備等が必要で

す。

政策目標

○ 農林水産物・食品の輸出額を拡大

（7,451億円（平成27年）→１兆円（平成31年））

○ 青果物・茶の輸出額を400億円に増大

（336億円（平成27年）→400億円（平成31年）） 等

＜主な内容＞

１．輸出対応型施設の整備

「強い農林水産業」の構築に向け、国産農畜産物の輸出促進の取組に必要となる

輸出対応型の集出荷貯蔵施設や加工処理施設等の整備を支援します。

２．輸出促進に繋がる卸売市場等の整備

生鮮食料品等の安定的な流通及び輸出促進を図るため、輸出先国が求める衛生基

準等を満たす施設や輸出先国までの一貫したコールドチェーンシステムの確保に資

する施設等の整備を支援します。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）

事業実施主体：都道府県、市町村、民間事業者、農業者の組織する団体等

お問い合わせ先：

１の事業 生産局総務課生産推進室（０３－３５０２－５９４５）

２の事業 食料産業局食品流通課（０３－６７４４－２０５９）

［平成29年度補正予算の概要］
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食品産業等生産性向上緊急支援事業
【２０３百万円】

対策のポイント
食品産業の生産性向上に向け、ロボット・ＩＴ導入等を図る事業者向けの

フォーラムの開催、生産性を飛躍的に向上させる設備導入を支援するととも

に、農産物等の物流を効率化するためのＩＣＴシステムの導入等を支援しま
す。

＜背景／課題＞

・食品産業界においては、取引の適正化、価格競争の激化等の課題があり、業界の持続

的発展に向け、これらの課題に早急に対応していくことが必要です。

・「生産性革命」に向けて特に生産性の低い業種・中小事業者に対して集中的な対応が

求められており、労働生産性の低い食品産業の取組を後押しすることが急務です。

・農産物等の物流について、長時間労働等でトラック業界の人手不足が深刻化する中、

荷待ち時間の長さから物流費の上昇が予測されることから、物流の改善・効率化が急

務となっている状況です。

・データ化された栽培ノウハウ等の価値ある情報について、知的財産としての保護のあ

り方や利活用のルールが整備されておらず、適切な措置を講じなければ、我が国の重

要な情報が流出し、スマート農業の進展に支障を来すおそれがあり、早急な対応が必

要です。

政策目標
○平成33年度までに食品製造業の労働生産性の伸び率を年3.0％とする

○６次産業化の市場規模の拡大（5.5兆円（平成27年度）→10兆円（平成32年度））

＜主な内容＞

１．食品産業全体の取引改善等の課題解決 ２２百万円
食品産業界（製造、流通、外食）における取引条件の改善等の課題解決に向け、

①適正取引推進や課題・優良取組事例等の調査、②各課題に係る専門家の派遣を通

じた業界別・地方別の食品企業向けセミナーの開催を実施します。

委託費

委託先：民間団体等

２．生産性向上フォーラムの開催 ２０百万円
生産性向上に対する意識改革に向け、食品製造事業者、食品機械製造事業者、コ

ンサルタント等による「食品産業生産性向上フォーラム」（仮称）を開催し、セミナ

ーや個別相談会による知見・ノウハウの習得やロボット・ＩＴ導入のマッチング等

を実施します。

委託費

委託先：民間団体等

３．食品製造業生産性向上緊急支援事業 ８４百万円
食品製造業の生産性向上を図るため、生産性を飛躍的に向上させる設備の導入、

即効性のある高性能設備の整備について緊急的に支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

［平成29年度補正予算の概要］
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４．食品等物流効率化システム導入支援事業 ７０百万円
農産物等の物流を効率化するため、出荷量予測や最適な配車・輸送ルートを決定

する「効率集出荷システム」、卸売市場等での荷待ち時間の短縮を図る「トラック予

約受付システム」等のＩＣＴシステム導入を緊急的に支援します。

補助率：１／２以内

事業実施主体：民間団体等

５．農業データ知財保護・活用推進事業 ７百万円
農業データ連携基盤の本格稼働までに対応するため、データ化された栽培ノウハ

ウなど農業分野の価値あるデータについて、知的財産として保護のあり方や提供・

活用する際のルールを検討し、関係者間で締結する契約に関するガイドラインの策

定を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：

１の事業 食料産業局企画課 （０３－６７４４－２０６５）
２、３の事業 食料産業局食品製造課 （０３－６７４４－７１８０）

４の事業 食料産業局食品流通課 （０３－３５０２－５７４１）
５の事業 食料産業局知的財産課 （０３－６７３８－６４４２）

［平成29年度補正予算の概要］
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強い農業づくり交付金
【２０，１５４（２０，１７４）百万円】

対策のポイント
国産農畜産物の安定供給のため、生産から流通までの強い農業づくりに必

要な産地基幹施設の整備等を支援します。

＜背景／課題＞
・「強い農林水産業」を実現するため、生産基盤の整備により、農業の収益力等を強化

することが喫緊の課題です。
・このため、消費者・実需者の需要に応じて、国産農畜産物を安定的に生産・供給する

産地体制等を構築する必要があります。

政策目標
○指定野菜の加工・業務向け出荷量を39％増（平成37年度（対平成25年度比））

（80万１千トン（平成25年度）→111万６千トン（平成37年度））
○１中央卸売市場当たりの取扱金額を８％増（平成32年度（対平成25年度比））

（585億円（平成25年度）→632億円（平成32年度））

＜主な内容＞
１．産地の収益力の強化

高付加価値化や生産コストの低減など、産地の収益力強化や合理化を図る取組に
必要な産地基幹施設等の整備や再編を支援します。

また、「攻めの農業」の実現に向け、集出荷・処理加工施設等の再編合理化、次世
代型大規模園芸施設や生産性向上等の技術習得に必要な温室の整備、中山間地域の
競争力強化、水田における高収益型農業への転換について、優先枠を設置すること
により、積極的に支援します。

さらに、産地の持続・発展性の確保に向け、本交付金による生産基盤の整備を通
じた担い手の育成・確保等の取組を推進します。

〔優先枠の例〕
・コスト低減に向けた乾燥調製施設等の再編
・高度環境制御技術と地域エネルギー等を活用した次世代型大規模園芸施設や生産

性向上・規模拡大の技術習得に必要な温室の整備
・都道府県が作成する中山間地域の地域別農業振興計画に基づき行う取組に必要と

なる産地基幹施設等の整備
・水稲から園芸作物に転換するための集出荷施設等の整備

等

２．食品流通拠点整備の推進
食料の安定的な供給体制等を確保するため、品質・衛生管理の強化等を図る卸売

市場施設、産地・消費地での共同配送等に必要なストックポイント等の整備を支援
します。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）
事業実施主体：都道府県、市町村、農業者の組織する団体等

お問い合わせ先：
１の事業 生産局総務課生産推進室 （０３－３５０２－５９４５）
２の事業 食料産業局食品流通課 （０３－６７４４－２０５９）

［平成30年度予算の概要］
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国
産

農
畜

産
物

の
安

定
供

給
の

た
め
、
生

産
か

ら
流

通
ま
で
の

強
い
農

業
づ
く
り
に
必

要
な
産

地
基

幹
施

設
の

整
備

等
を
支

援
。

強
い
農

業
づ
く
り
交

付
金

平
成
３
０
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：
２
０
，
１
５
４
（
２
０
，
１
７
４
）
百
万
円

補
助

対
象
：

①
産

地
基

幹
施

設
等

整
備

乾
燥
調
製
施
設
、
集
出
荷
貯
蔵
施
設
、
農
産
物
処
理
加
工
施
設
、
生
産
技
術
高
度
化

施
設
、
家
畜
市
場
、
畜
産
物
処
理
加
工
施
設
、
小
規
模
土
地
基
盤
整
備
、
飼
料
作
物
作

付
条

件
整
備

等

②
食

品
流

通
拠

点
施

設
整

備
売
場
施
設
、
貯
蔵
・
保
管
施
設
、
駐
車
施
設
、
搬
送
施
設
、
衛
生
施
設
、
情
報
処
理
施
設

等

交
付

率
：

都
道
府
県
へ
は
定
額

（
事
業
実
施
主
体
へ
は
事
業
費
の
１
／
２
以
内
等
）

事
業

実
施

主
体

：
都
道
府
県
、
市
町
村
、
農
業
者
の
組
織
す
る
団
体
等

交
付

先
：

国
⇒

都
道
府
県

国
都

道
府

県
農
業
者
の
組
織

す
る
団
体

等

事
業

の
流

れ

優
先

枠
の

設
定

「
攻
め
の
農
業
」
の
実
現
に
向
け
、
次
の
取
組
を
積
極
的
に
支
援
し
ま
す
。

③
一

括
配
分

②
集

約
し
要

望

④
事

業
採

択

①
県

が
把

握

１
産

地
収

益
力

の
強

化
各
品
目
の
生
産
性
向
上
等
の
取
組
に
必
要
な
産
地
基
幹
施
設
等
の
整
備
を
支
援

支
援

メ
ニ
ュ
ー

２
産

地
合

理
化

の
促

進
産
地
の
集
出
荷

、
処
理
加
工
体
制
の
合
理
化
に
必
要
な
産
地
基
幹
施
設
等
の
再
編
等
を
支
援

３
食

品
流

通
の
合

理
化

品
質
・
衛
生
管
理
の
強
化
等
を
図
る
卸
売
市
場
施
設
、
産
地
・
消
費
地
で
の
共
同
配
送
等
に
必

要
な
ス
ト
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
等
の
整
備
を
支
援

①
集

出
荷

・
加

工
の

効
率

化
に
向

け
た
再

編
合

理
化

【
２
０
億

円
】

高
収
益
な
産
地
体
制
へ
の
転
換
を
図
る
た
め
に
、
集
出
荷
・
処
理
加
工
施
設
等
の
再
編

合
理
化

②
次

世
代

施
設

園
芸
の

取
組

拡
大

【
２
０
億

円
】

高
度
環
境
制
御
技
術
と
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
を
活
用
し
た
次
世
代
型
大
規
模
園
芸
施
設
や

生
産
性
向
上
・
規
模
拡
大
の
技
術
習
得
に
必
要
な
温
室
の
整
備

③
中

山
間

地
域

の
競
争

力
強

化
【
３
０
億

円
】

都
道
府
県
が
作
成
す
る
中
山
間
地
域
の
地
域
別
農
業
振
興
計
画
に
基
づ
き
行
う
取
組
に
必
要

と
な
る
産
地
基
幹
施
設
等
の
整
備

④
水

田
に
お
け
る
高

収
益

型
農

業
へ

の
転

換
【
１
０
億

円
】

水
稲
か
ら
園
芸
作
物
に
転
換
す
る
た
め
の
集
出
荷
施
設
等
の
整
備
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強
い

農
業

づ
く

り
交

付
金

（
食

品
流

通
拠

点
整

備
の

推
進

）


卸

売
市

場
施

設
整

備
に

つ
い

て
は

、
卸

売
市

場
整

備
基

本
方

針
等

に
基

づ
き

、
①

市
場

間
連

携
や

産
地

・
実

需
者

と
の

連
携

、
②

高
度

な
品

質
・

衛
生

管
理

、
③

輸
出

拠
点

と
し

て
の

機
能

発
揮

、
④

物
流

の
効

率
化

、
⑤

災
害

時
対

応
機

能
の

強
化

等
を

推
進

。


農

産
物

の
物

流
に

つ
い

て
は

、
共

同
配

送
等

の
効

率
化

等
の

取
組

を
推

進
。


共

同
配

送
等

に
よ

る
効

率
化

の
取

組
を

推
進

す
る

た
め

に
必

要
な

ス
ト

ッ
ク

ポ
イ

ン
ト

等
の

物
流

拠
点

の
施

設
の

整
備

共
同

配
送

等
の

物
流

拠
点

産
地

産
地

産
地

卸
売
業
者

実
需
者

２ 共 同 物 流 拠 点 施 設

産
地

産
地

産
地

実
需

者

実
需

者

実
需

者
卸

売
市

場


卸

売
市

場
施

設
に

求
め

ら
れ

る
機

能
を

高
度

化
す

る
た

め
の

施
設

の
整

備


中

央
卸

売
市

場
及

び
地

方
卸

売
市

場
が

行
う

取
組

を
共

通
メ

ニ
ュ

ー
化

し
、

基
本

方
針

に
沿

っ
た

取
組

を
行

う
卸

売
市

場
の

み
を

支
援

の
対

象
。


共

通
メ

ニ
ュ

ー
化

に
合

わ
せ

て
、

中
央

卸
売

市
場

と
地

方
卸

売
市

場
の

交
付

対
象

施
設

を
統

一
化

。


中

央
卸

売
市

場
施

設
整

備


卸
売

市
場

再
編

促
進

施
設

整
備

•
地

方
卸

売
市

場
へ

の
転

換
•

他
の

卸
売

市
場

と
の

連
携

•
廃

止


卸
売

市
場

活
性

化
等

事
業

•
Ｐ

Ｆ
Ｉ

推
進

•
卸

売
市

場
活

性
化

推
進


地

方
卸

売
市

場
施

設
整

備
•

他
の

地
方

卸
売

市
場

と
の

統
合

•
他

の
卸

売
市

場
と

連
携

し
た

集
荷

・
販

売
活

動
•

産
地

・
実

需
者

と
連

携
し

た
集

荷
・

販
売

活
動

•
輸

出
促

進


卸
売

市
場

耐
震

化
施

設
整

備


品

質
・

衛
生

管
理

高
度

化


物

流
効

率
化


市

場
再

編
・

連
携


輸

出
促

進
対

応


防

災
対

応

１ 卸 売 市 場 施 設

【
平
成
３
０
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：
２
０
，
１
５
４
（
２
０
，
１
７
４
）
百
万
円
の
内
数
】
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食品流通合理化促進事業
【３３５（－）百万円】

対策のポイント
食品の流通構造の合理化を図るため、パレットの導入等による物流の効率化

等を支援するとともに、輸出拠点構築等を支援します。

＜背景／課題＞

・物流においては、トラックドライバー不足等から物流費の高騰や輸送手段の確保が困

難となる状況にある中で、関係者が連携し、物流の効率化を図ることや更なる物流高

度化に向けた新たな技術・方式の実用化を促進することが必要です。

・また、食品の流通・販売においては、生産者と消費者双方がメリットを受けられる流

通構造を確立するため、ＩＣＴを活用したサプライチェーンの合理化に取り組む輸出

拠点構築等が必要です。

政策目標
○６次産業化の市場規模の拡大

（5.5兆円（平成27年度）→10兆円（平成32年度））
○農林水産物・食品の輸出額を拡大

（7,502億円（平成28年）→１兆円（平成31年））

＜主な内容＞

１．食品等物流改革高度化事業
（１）物流業務改革促進支援事業

生産者や流通業者による一貫パレチゼーションの取組のほか、新たな船舶輸送

体制の構築等の新たな流通技術・方式等の実証を支援します。

（２）花き物流システム高度化・転換実証支援事業
複数の産地、流通業者、小売業者等の幅広い関係者が参画し、流通に用いる台

車の統一や共同出荷輸送等の流通システム転換に向けた社会実験の取組を支援し

ます。

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

２．食品流通合理化・新流通確立事業
流通業者等による生産情報の実需者への提供や代金決済の円滑化等の取組、ＩＣ

Ｔの活用等によるサプライチェーンの合理化に取り組む輸出拠点構築等のための調

査・実証、設備導入の取組を支援します。

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：
１（１）及び２の事業

食料産業局食品流通課 （０３－３５０２－５７４１）
１（１）及び（２）の事業

生産局園芸作物課 （０３－６７４４－２１１３）

［平成30年度予算の概要］
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⾷
品
流
通
合
理
化
促
進
事
業

食
品

の
流

通
構

造
の

合
理

化
を

図
る

た
め

、
パ

レ
ッ

ト
の

導
入

等
に

よ
る

物
流

の
効

率
化

等
を

支
援

す
る

と
と

も
に

、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
合
理
化
に
取
り
組
む
輸
出
拠
点
構
築
等
を
支
援
。

□
輸
出
拠
点
構
築
等
⽀
援
の
イ
メ
ー
ジ

【
平
成
３
０
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：
３
３
５
（
－
）
百
万
円
】

□
物
流
改
⾰
等
⽀
援
の
イ
メ
ー
ジ

小
売

店
ホ
ー
ム
セ
ン
タ
ー

東
京

の
市

場
Ａ

東
京

の
市

場
Ｂ

産
地

産
地

集
荷

拠
点

台
車

の
統

一

ト
ラ
ッ
ク
１
台

で
O
K

高
度

共
同

輸
送

技
術

の
実

証

複
数

産
地

が
連

携
し
、
異

業
種

間
や

複
数

温
度

帯
で
の

高
度

共
同

輸
送

体
制

の
確

立
に
向

け
た
技

術
実

証

ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
の
乗
船
が
不
要
な
船
舶

輸
送

体
制

の
構

築
に
向

け
た
輸

送
実

証

モ
ー
ダ
ル

シ
フ
ト
の

新
展

開

荷

実 需 者

産
地

産
地

・ ・ ・
産
地

消
費

地

高
品

質
冷

蔵
技

術
の

実
証

IC
チ

ッ
プ

で
商

品
管

理
共

同
集

荷
輸

送

花
き
物

流
シ
ス
テ
ム
転

換
社

会
実

験

【
花

き
の

特
徴

①
】

品
目
や
品
種
ご
と
に

様
々
な
出
荷
箱
が
存
在

→
台

車
で
流

通

【
花

き
の

特
徴

②
】

流
通

業
者

毎
に
台

車

が
バ
ラ
バ
ラ

一
貫

パ
レ
チ
ゼ
ー
シ
ョ
ン

の
取

組
実

証


⼀
貫
パ
レ
チ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
取
組
や
、
新
た
な
流
通
技
術
・
⽅
式
等
の
実
証
等
を
⽀
援

高
湿

度
鮮

度
保

持
技

術
を
活

用
し
た
新

た
な
出

荷
体

制
の

確
立

に
向

け
た
高

品
質

冷
蔵

技
術

実
証

取
組
を
全
国
展
開
す
る

こ
と
に
よ
り
、
流
通
を

合
理
化
・
効
率
化

⽣
産
者
・出
荷
団
体 Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
⽤
の
推
進

輸
出
拠
点
の
構
築
等
⽀
援

（
例
）


Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
⽤
し
た
販
売

情
報
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
、

受
発
注
・
代
⾦
決
済
を
簡

便
化


実
需
者
ニ
ー
ズ
を
捉
え
た

⾼
加
価
値
商
品
の
提
案
・

販
路
開
拓

（
例
）

輸
出
拠
点
と
な
る
物
流
施
設
に
お

い
て
、


画
像
情
報
を
利
⽤
し
た
海
外

と
の
受
発
注
シ
ス
テ
ム
を
構

築

EU
-H
AC
CP
等
の
認
証
を
取

得


流
通
業
者
等
に
よ
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
⽤
し
た
⽣
産
情
報
の
実

需
者
へ
の
提
供
、
代
⾦
決
済
シ
ス
テ
ム
の
導
⼊
等
に
よ
る

輸
出
拠
点
構
築
な
ど
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
合
理
化
に
資

す
る
調
査
・
実
証
、
関
連
設
備
の
導
⼊
を
⽀
援

流
通
業
者
等

消
費
者
・実
需
者
・海
外
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サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

流
通
業
者
等

（
※

）
通

販
、
宅

配
、
小

売
、
市

場
関

係
者

の
ほ

か
、
流

通
業

者
と
連

携
す
る
事

業
者

を
含

む
。

○
農
業
競
争
⼒
強
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
基
づ
き
、
⽣
産
者
と
消
費
者
双
⽅
が
メ
リ
ッ
ト
を
受
け
ら
れ
る
流
通
構
造
を
確
⽴
す
る
た
め
、
流
通
業

者
等
に
よ
る
新
流
通
の
確
⽴
や
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
活
⽤
し
た
輸
出
拠
点
構
築
な
ど
の
流
通
合
理
化
の
促
進
が
必
要
。

①
新
流
通
の
確
⽴
の
た
め
、
流
通
業
者
等
（
※
）
が
取
り
組
む
⽣
産
者
と
実
需
者
と
を
結
ぶ
商
物
流
の
最
適
化
等
に
必
要
な
調
査
・
実
証
及
び

関
連
設
備
の
導
⼊
を
⽀
援
。

②
流
通
合
理
化
に
向
け
て
、
流
通
業
者
等
が
取
り
組
む
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
活
⽤
し
た
輸
出
拠
点
構
築
や
IC
Tを

活
⽤
し
た
商
物
流
の
効

率
化
等
に
必
要
な
調
査
・
実
証
を
⽀
援
す
る
と
と
も
に
、
輸
出
に
必
要
な
品
質
管
理
や
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
通
じ
た
商
物
流
シ
ス
テ
ム

等
の
設
備
導
⼊
を
⽀
援
。

【調
査
・実
証
⽀
援
】

➢
輸
出
拠
点
構
築
等
の
構
想
策
定
に
必
要
な
現
地
物
流
調
査
や
海
外
バ
イヤ
ー
意
向
調
査
、試

験
販
売
、輸

出
⼿
続
ワ
ンス
トッ
プ
化
の
実
証

➢
IC
Tを
活
⽤
した
海
外
等
か
ら産

地
ま
で
の
受
発
注
・代
⾦
決
済
や
GA
P等
付
加
価
値
情
報
の
伝
達
を
可
能
とす
る
シ
ス
テ
ム
構
築
の
調
査
、実

証
➢
共
同
配
送
に
よ
る
低
コス
ト化

や
IC
Tを
活
⽤
した
効
率
的
な
物
流
管
理
⼿
法
の
調
査
、実

証
➢
産
地
で
の
GA
P等
の
取
組
や
新
品
種
の
導
⼊
、流

通
段
階
で
の
加
⼯
処
理
な
ど販

売
先
の
ニー
ズ
に
対
応
す
る
取
組
の
調
査
、実

証
等

【設
備
導
⼊
⽀
援
（
リー
ス
⽅
式
）
】

➢
輸
出
に
必
要
な
品
質
管
理
⾼
度
化
設
備
、サ
プ
ライ
チ
ェー
ンを
通
じた
受
発
注
シ
ス
テ
ム
・I
CT
機
器
、加

⼯
処
理
設
備
、⼟

壌
分
析
機

等

【調
査
・実
証
⽀
援
】
IC
Tを
活
⽤
した
商
物
流
最
適
化
、付

加
価
値
情
報
の
伝
達
、代

⾦
決
済
シ
ス
テ
ム
構
築
等
の
調
査
、実

証
等

【設
備
導
⼊
⽀
援
（
リー
ス
⽅
式
）
】品
質
管
理
⾼
度
化
設
備
、商

物
流
・代
⾦
決
済
の
最
適
化
を
図
る
た
め
の
IC
T機

器
等

実
需
者 ・

海
外

流
通
業
者
等

⽀ 援 内 容

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
活

用
し
た
輸

出
拠

点
構

築
な
ど
流

通
合

理
化

新
流

通
の

確
立

⽣
産
者
・

出
荷
団
体

⾷
品
流
通
合
理
化
・
新
流
通
確
⽴
事
業

⽀ 援 内 容

輸
出
拠
点

実
需
者 ・

海
外

⽣
産
者
・

出
荷
団
体

【
平
成
３
０
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：
１
９
０
百
万
円
】
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福島県農林水産業再生総合事業

【４，７１０（４，７１０）百万円（復興庁計上）】

対策のポイント
福島県の農林水産業の再生に向けて、生産から流通・販売に至るまで、風

評の払拭を総合的に支援します。

＜背景／課題＞
・福島第一原子力発電所事故に伴う風評により、福島県産農林水産物等の価格は、震災

前の水準に回復していない状況です。
・福島県の農林水産業を再生するためには、生産から流通・販売に至るまで、風評の払

拭を総合的に支援することが必要です。

政策目標
福島県産農林水産物等の価格を震災前と同水準に回復

＜主な内容＞

１．安全・安心を確保した売れる農林水産物づくり
（１）安全で特徴的な農林水産物の生産に向けた取組

① 第三者認証GAP等取得促進事業
生産者の第三者認証GAP等の取得を支援します。

② 環境にやさしい農業拡大事業
有機農産物等の環境にやさしい農産物の生産拡大を支援します。

③ 水産物競争力強化支援事業
水産エコラベルの取得、水産物の高鮮度化に向けた取組、新たな販路開拓を

支援します。

（２）農林水産物の検査の推進
① ふくしまの農林水産物等緊急時モニタリング事業

国のガイドライン等に基づく農林水産物等の放射性物質の検査を支援します。
② ふくしまの恵み安全・安心推進事業

産地における放射性物質の自主検査と結果の公表を支援します。

２．流通実態調査の実施、販路拡大に向けた取組
（１）福島県産農産物等流通実態調査事業

農林水産物等の販売不振の実態と要因を調査します。

（２）販路拡大タイアップ事業
生産者の販路開拓等に必要な専門家による指導・助言を支援します。

３．農産物等戦略的販売促進事業
量販店、オンラインストア、アンテナショップでの販売促進の取組、商談会の開催

等を支援します。

委託費、交付率：定額、５／６以内、３／４以内、１／２以内

委託先、事業実施主体：福島県、市町村、農業者、農業者団体、民間団体等

［平成30年度予算の概要］
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お問い合わせ先：
事業全般及び２（２）の事業 大臣官房文書課災害総合対策室（03-6744-1856）
１（１）①、②の事業 生産局農業環境対策課（03-6744-7188）
１（１）③の事業のうち、水産エコラベルについて 水産庁企画課（03-6744-2343）

水産物の高鮮度化、販路開拓について 水産庁加工流通課（03-3502-8427）
１（２）の事業 生産局総務課生産推進室（03-3502-5945）
２（１）及び３の事業 食料産業局食品流通課（03-3502-7659）

［平成30年度予算の概要］
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生
産
段
階

第三者認証GAP等取得促進事業

・第三者認証GAP等の取得経費

・研修会の開催

・GAP指導員の育成

・産地のGAPの実践内容を確認する

ためのシステムの運営 等

環境にやさしい農業拡大事業

・有機JAS認証の取得経費

・有機農産物等の生産・出荷に必

要な施設・機械の導入

・商談会・産地見学会を通じた新

たな販路開拓 等

水産物競争力強化支援事業

・水産エコラベル認証の取得経費

・認証水産物のPR活動

・高鮮度流通の実証試験及びそれ

に必要な機器・設備の導入

・小売店、イベントでの直売 等

農林水産物の検査の推進

・国のガイドライン等に基づく放

射性物質の検査

・産地における自主検査と検査結

果に基づく安全性のPR

福島県農林水産業再生総合事業

福島県の農林水産業の再生に向けて、生産から流通、販売に至るまで、
風評の払拭を総合的に支援。

・量販店での販売コーナーの設置、販売フェアの開催

・オンラインストアにおける特設ページの運営

・アンテナショップを活用した首都圏での販売促進

・商談会の開催 等

流
通
・
販
売
段
階

福島県産農産物等流通実態調査事業

国による福島県産農林水産物等の

販売不振の実態と要因の調査

販路拡大タイアップ事業

生産者の販路開拓等に必要な専門

家による指導・助言

農産物等戦略的販売促進事業

福島県農林水産業再生総合事業
【平成30年度予算概算決定額： 4,710（4,710）百万円（復興庁計上）】
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